
 
 

報告第２号 

 

   専決処分事項の報告及びこれの承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下記のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこ

れを報告し、承認を求める。 

 

記 

 

 （処分事項） 

三田市市税条例の一部を改正する条例の制定 

 

令和７年６月２日提出 

 

 

                                    三田市長 田 村 克 也    

 

（提案理由） 

 地方税法等の一部改正に伴い、三田市市税条例の一部を改正する必要が生じたが、施行期日が急迫し、急を要するため専決処分したの

で、これを議会に報告し、承認を求める。 



 
 

専決第２号 

 

三田市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。 

 

 

令和７年３月３１日 

 

 

三田市長 田 村 克 也    

 

 

（専決処分すべき事項） 

三田市市税条例の一部を改正する条例の制定（別紙のとおり。） 

（理由） 

地方税法等の一部改正に伴い、三田市市税条例の一部を改正する必要が生じたが、施行期日が急迫し、急を要するため専決処分する。 



 
 

三田市条例第３６号 

 

三田市市税条例の一部を改正する条例 
 

 三田市市税条例（昭和３２年三田町条例第１２号）の一部を次のように改正する。 
（下線部分は改正部分） 

改正前 改正後 

 (市民税の申告)  (市民税の申告) 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15日までに、施行規則第5号の

4様式(別表)による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第31

7条の6第1項又は第4項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告

書を提出する義務がある者から1月1日現在において給与又は公的年金等の支

払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかつたもの(公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかつた者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除

く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、

勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に規定

する自己と生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下である

ものに限る。)で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。)若し

くは法第314条の2第4項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条第8項に規定する純損失の

金額の控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しく

は第34条の7の規定により控除すべき金額(以下この条において「寄附金税額

控除額」という。)の控除を受けようとするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかつた者」という。)及び第24条第2項に規

定する者(施行規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)につ

いては、この限りでない。 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15日までに、施行規則第5号の

4様式(別表)による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第31

7条の6第1項又は第4項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告

書を提出する義務がある者から1月1日現在において給与又は公的年金等の支

払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかつたもの(公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかつた者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除

く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、

勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に規定

する自己と生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下である

ものに限る。)で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。)若し

くは法第314条の2第4項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条第8項に規定する純損失の

金額の控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しく

は第34条の7の規定により控除すべき金額(以下この条において「寄附金税額

控除額」という。)の控除を受けようとするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかつた者」という。)及び第24条第2項に規

定する者(施行規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)につ

いては、この限りでない。 

2～8 省略 2～8 省略 

9 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第

23条第1項第3号又は第4号に掲げる者に該当することとなつた者に、当該該当

することとなつた日から30日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、

主たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等

の所在、法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項に規定する法人番号をい

9 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第

23条第1項第3号又は第4号に掲げる者に該当することとなつた者に、当該該当

することとなつた日から30日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、

主たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等

の所在、法人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律(平成25年法律第27号)第2条第16項に規定する法人番号をい



 
 

う。以下市民税について同じ。)、当該該当することとなつた日その他必要な

事項を申告させることができる。 

う。以下市民税について同じ。)、当該該当することとなつた日その他必要な

事項を申告させることができる。 

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定による

補正の方法の申出) 

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規定による

補正の方法の申出) 

第63条の2 施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規

定による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年1月

31日までに、次の各号に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わ

なければならない。 

第63条の2 施行規則第15条の3第3項並びに第15条の3の2第4項及び第5項の規

定による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年1月

31日までに、次の各号に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わ

なければならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人

番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以

下固定資産税について同じ。)又は法人番号(同条第15項に規定する法人番

号をいう。以下固定資産税について同じ。)(個人番号又は法人番号を有し

ない者にあつては、住所及び氏名又は名称) 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人

番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以

下固定資産税について同じ。)又は法人番号(同条第16項に規定する法人番

号をいう。以下固定資産税について同じ。)(個人番号又は法人番号を有し

ない者にあつては、住所及び氏名又は名称) 

(2)～(4) 省略 (2)～(4) 省略 

2 省略 2 省略 

(種別割の減免) (種別割の減免) 

第89条 市長は、公益その他の理由により特にその必要があると認める軽自動

車等のうち必要と認めるものに対しては、種別割を減免する。 

第89条 市長は、公益その他の理由により特にその必要があると認める軽自動

車等のうち必要と認めるものに対しては、種別割を減免する。 

2 前項の規定によつて種別割の減免を受けようとする者は、納期限前7日まで

に、当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げ

る事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、

これを市長に提出しなければならない。 

2 前項の規定によつて種別割の減免を受けようとする者は、納期限前7日まで

に、当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げ

る事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、

これを市長に提出しなければならない。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名

又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この

号及び次条において同じ。)又は法人番号(同法第2条第15項に規定する法人

番号をいう。以下この号において同じ。)(個人番号又は法人番号を有しな

い者にあつては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名

称) 

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名

又は名称及び個人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この

号及び次条において同じ。)又は法人番号(同法第2条第16項に規定する法人

番号をいう。以下この号において同じ。)(個人番号又は法人番号を有しな

い者にあつては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名

称) 

(3)～(8) 省略 (3)～(8) 省略 

3 省略 3 省略 

(身体障害者等に対する種別割の減免) (身体障害者等に対する種別割の減免) 



 
 

第90条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と認めるものに対し

ては、種別割を減免する。 

第90条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と認めるものに対し

ては、種別割を減免する。 

(1)～(2) 省略 (1)～(2) 省略 

2 前項第1号の規定によつて種別割の減免を受けようとする者は、納期限前7日

までに、市長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規

定により交付された身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第16

8号)第4条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手

帳の交付を受けていないものにあつては、戦傷病者手帳とする。以下この項

において「身体障害者手帳」という。)、厚生労働大臣が定めるところにより

交付された療育手帳(以下この項において「療育手帳」という。)又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定に

より交付された精神障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神障害者保

健福祉手帳」という。)及び道路交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定

により交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若しくは

身体障害者等(身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。)を常時介護

する者の運転免許証(以下この項において「運転免許証」という。)を提示す

るとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理

由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。 

2 前項第1号の規定によつて種別割の減免を受けようとする者は、納期限前7日

までに、市長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規

定により交付された身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第16

8号)第4条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手

帳の交付を受けていないものにあつては、戦傷病者手帳とする。以下この項

において「身体障害者手帳」という。)、厚生労働大臣が定めるところにより

交付された療育手帳(以下この項において「療育手帳」という。)又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定に

より交付された精神障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神障害者保

健福祉手帳」という。)及び道路交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定

により交付された身体障害者若しくは身体障害者等と生計を一にする者若し

くは身体障害者等(身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。)を常時

介護する者の運転免許証(以下この項において「運転免許証」という。) 又は

これらの者の特定免許情報(同法第95条の2第2項に規定する特定免許情報を

いう。次項において同じ。)が記録された免許情報記録個人番号カード(同法

第95条の2第4項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項におい

て同じ。)を提示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減

免を必要とする理由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び

条件が附されている場合にはその条件 

(5) 運転免許証又は道路交通法第95条の2第2項第1号に規定する免許情報記

録(以下この号において「免許情報記録」という。)の番号、運転免許の年

月日、運転免許証又は免許情報記録の有効期限並びに運転免許の種類及び

条件が附されている場合にはその条件 

(6) 省略 (6) 省略 

 3 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該

免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必

要な措置を受けなければならない。 

3 省略 4 省略 

4 省略 5 省略 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第139条の3 市長は、次の各号のいずれかに該当する土地又はその取得のうち、

市長において必要があると認めるものについては、その所有者又は取得者に

第139条の3 市長は、次の各号のいずれかに該当する土地又はその取得のうち、

市長において必要があると認めるものについては、その所有者又は取得者に



 
 

対して課する特別土地保有税を減免することができる。 対して課する特別土地保有税を減免することができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前7

日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事

由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長

が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場

合は、この限りでない。 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前7

日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事

由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長

が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場

合は、この限りでない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号(行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定す

る法人番号をいう。以下この号において同じ。)(法人番号を有しない者に

あつては、住所及び氏名又は名称) 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号(行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第16項に規定す

る法人番号をいう。以下この号において同じ。)(法人番号を有しない者に

あつては、住所及び氏名又は名称) 

(2)～(3) 省略 (2)～(3) 省略 

3 省略 3 省略 

(入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告) (入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告) 

第149条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があつた

場合においては、直ちにその旨を申告しなければならない。 

第149条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があつた

場合においては、直ちにその旨を申告しなければならない。 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号

(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。)又は

法人番号(同条第15項に規定する法人番号をいう。以下この号において同

じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所又は事務所若

しくは事業所の所在地及び氏名又は名称) 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号

(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第2条第5項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。)又は

法人番号(同条第16項に規定する法人番号をいう。以下この号において同

じ。)(個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所又は事務所若

しくは事業所の所在地及び氏名又は名称) 

(2)～(3) 省略 (2)～(3) 省略 

付 則 付 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) 

第10条の2 法附則第15条第2項第1号に規定する市の条例で定める割合は2分の

1とする。 

第10条の2 法附則第15条第2項第1号に規定する市の条例で定める割合は2分の

1とする。 

2～15 省略 2～15 省略 

16 法附則第15条第38項に規定する市の条例で定める割合は2分の1とする。 16 法附則第15条第37項に規定する市の条例で定める割合は2分の1とする。 

17 法附則第15条第41項に規定する市の条例で定める割合は3分の1とする。 17 法附則第15条第40項に規定する市の条例で定める割合は3分の1とする。 

18 法附則第15条第42項に規定する市の条例で定める割合は4分の3とする。 18 法附則第15条第41項に規定する市の条例で定める割合は4分の3とする。 



 
 

19～20 省略 19～20 省略 

 

付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の三田市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 


